ＩＳＦＪ政策フォーラム２００８発表論文 20th – 21st　Dec. 2008

ＩＳＦＪ２００８　　　　　　　　　　　　　　　政策フォーラム発表論文　
在日ブラジル人子女の教育問題

ことばの壁を越えて、夢と希望をもてる人材育成をめざして
同志社大学　山田礼子研究会　教育分科会
赤木麻莉子　神津直己　曽我武志　田後勇希　　　辻本有香　中西ペネロープ　本望洋輔　茂手木岳

２００８年１２月

ＩＳＦＪ２００８　　　　　　　　　　　　　　　政策フォーラム発表論文　
在日ブラジル人子女の教育問題

ことばの壁を越えて、夢と希望をもてる人材育成をめざして
２００８年１２月

要約
私たちは、日本における在日外国人その中でも特に「ニューカマー」日系ブラジル人子女の教育問題に焦点を当て、この分野での問題の本質を明らかにしつつ、公立学校における教育環境を整えるなどの政策提言を行う。

第１章では、在日ブラジル人の概観について述べていく。まず、日系ブラジル人が国境を越えて日本へ移動してきた背景と、その移動が拡大していく背景となった1989年に行なわれた出入国管理及び難民認定法（入管法）の改正をふまえ、在日ブラジル人の増加の経緯を述べる。また、在日ブラジル人の実質的な定住化が進んでいるという現状を登録外国人統計・在留資格・統計や住宅購入者の増加の観点から現状分析を行っていく。そして在日ブラジル人の居住の分布には大きな偏りがあるこという現状を踏まえ、在日ブラジル人の地域性について述べていき、最後に今回私たちが論文を記述するにあたっての先行研究の位置づけを述べていく。

第２章では、日本における日本語教育の必要性を日系ブラジル人子女の高校進学率の動向など地域ごとに比較し、現状分析を行いその問題を論じていく。それを踏まえた上で、日系ブラジル人子女に教育を施さなければならない理由として、日本が「学歴」社会であるとういう観点から述べていく。次に、日系ブラジル人子女の日本語教育の現状と問題点を生活言語と学習言語、母語の重要性を中心に記述し、最後に日系ブラジル人の日本語教育の必要性を実際に行われた調査に基づいて述べていく。現在、公立学校では、教員の加配制、通訳も兼ねるバイリンガル教員の導入など様々な制度が実施されている。しかし、はたして在日ブラジル人子女は十分な教育を受けられているのであろうか。その実態は、加配教員は在日ブラジル人子女の多い学校にしか派遣されていなかったり、日本語を専門的に指導する教員が学校に配置されていなかったりという問題がある。生活言語は問題がない子女であっても、学習言語の習得が困難であるという場合が多く論ぜられている。このような点から現在の日本における日系ブラジル人子女に対する教育環境は十分に整っているとはいいがたいと考えられる。

第3章では、在日ブラジル人の教育の現状をブラジル人学校と日本の公立学校の分析し論じていく。はじめに、ブラジル人学校について述べ、その中でもHIRO学園を中心に論じる。次に、日本の公立学校日系ブラジル人子女の多い自治体として静岡県浜松市・群馬県太田市・愛知県豊橋市における事例を挙げて論じる。そして、それらの公立学校での日本語教育の取り組みと制度や授業形態（加配制、取り出し授業やT.T、ブロック別集中システム）などの現状や効果または問題点を挙げ論じていく。最後に、公立学校における日本語教育に対して、同じ地域にある日本語学校がその学習に協力を行っていることから、日本語学校と概要、その取り組みについて現状分析を行い述べていく。現在、一部の公立学校では、教員の加配制・通訳も兼ねるバイリンガル教員の導入など様々な制度が実施されている。しかし、はたして在日ブラジル人子女は十分な教育を受けられているのであろうか。その実態は、加配教員は在日ブラジル人子女の多い学校にしか派遣されていなかったり、日本語を専門的に指導する教員が学校に配置されていなかったりという問題がある。日常会話は問題ない子女であっても、学習言語授業内容を把握するとなると理解ができないという問題は。こういった点から現在の日本における日系ブラジル人子女に対する教育環境は十分に整っているとはいいがたいと言えるであろう。

　第４章では、３章までの議論を踏まえ、問題意識の整理をした上で、政策提言を行う。私たちの問題意識として、日系ブラジル人児童生徒の進学率が日本人児童生徒と比べよくないということである。静岡県浜松市・群馬県太田市・愛知県豊橋市などの各地方自治体の公立学校でさまざまな施策がなされているのだが、この問題を解決しているとはいいがたい現状にある。私たちはこの問題を解決するにあたって、日系ブラジル人児童生徒に対する、さらなる日本語指導が必要であると考えた。その中でも特に重要と考えた二点が、生活言語のみならず学習言語としての日本語を獲得し、高校などへ進学することができるための学力を身につけることを可能にする言語的なサポートとその指導を実施するにあたって、必要となる外国人児童生徒のアイデンティティを育む手助けとなる精神的なサポートである。以上の二点を踏まえたうえで、公立学校に通う日本語教育の必要な外国人児童生徒を対象にした支援を政策として論じる。そこで公立学校における日本語の指導が必要な外国人児童・生徒を対象に日本語教育の環境の改善策として①センター校によるダブルスクール制、②センター校における人材確保の二点を挙げ政策提言を行う。

1 センター校によるダブルスクール制

センター校とは複数間の学校の中で取り上げられた、外国人児童・生徒の教育を行う公立学校であり、そこを拠点として日本語教育を必要とする児童・生徒が生活言語のみならず、学習するにあたって必要な学習言語を学ぶ場を設置する。よって児童・生徒は公立学校とセンター校の両方に通うこととなるためダブルスクール制と称する。
2 センター校における人材確保

センター校における教員として、a,言語的なサポートを行う日本語教育を専門とするものと、ｂ,精神的なサポートを行うものを必要とする。そこで、a,の言語的なサポートをするものとして、私たちは日本語教育を専門とする日本語指導教員（日本語学校の教員など）が望ましいと考える。また、b,は精神的なサポートや進学相談などの支援をするもの「ピア・リーダー」を提案する。
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私たちは、人口減少による労働力問題が予想される日本の現状を念頭に置き、移民政策を教育の立場から立案する。
日本とブラジルは地理的に見ると地球儀の正反対に位置するほど遠い関係であるが、両国の間に流れる歴史を見てみると、そういった距離に関係なく、日本とブラジルは古くから結びついてきた。両国の間に流れる歴史は「移民の歴史」と言っても良いだろう。日本人移民がはじめてブラジルの地に降り立ったのは1908年、つまり今年2008年は日本とブラジルの関係がちょうど100周年を向かえる年ということになる。
　日本からブラジルへの移民の規模は、1999年時点で移住者及びその子孫（日系人）は推定130万人に達している。日本人移民を受け入れてきたブラジルは近年目覚しい発展を遂げおり、途上国支援などの国際協力を行っている独立行政法人JICAは支援対象だった日系ブラジル人を「パートナー」として捉え、途上国援助を共同で行っていくと述べている。このようにブラジルに住む日本人移民（日系人）は異国の地で自立したと捉えることができる。しかし一方で、彼ら日系ブラジル人は経済的な理由で日本へ再移民してきている。この「デカセギ」と呼ばれる現象は厳密に言えば移民現象ではないとも言えるが、近年この現象は質的に変化しているため、実質的な移民現象の一つと呼んでも間違いではない。現在ブラジルから日本へのデカセギは30万人を超えている。この日系ブラジル人の日本社会への流入は彼あるいは彼女らが身に付けていた文化・価値観・ライフスタイルといった大量の異文化の流入があることも同時に示しており、これらを原因として、日本社会の様々な場面で様々な地域で新たな問題を発生させている。
　今回私たちが提言する教育政策はそういった問題に焦点をあてたものである。移民政策や外国人政策は先の見えにくい、また利害の絡まった非常に難しい問題ではあるが、教育という視点から私たちは在日ブラジル人の抱える問題を整理し、在日ブラジル人と日本社会の今後のあり方についての理念的な考えを踏まえて、具体的な政策提言を行いたいと考えている。
　本稿での私たちの立場は以下のようなものである。まず今後日本社会が多文化共生社会へ転換していくことは避けられないとの認識に立ち、この多文化共生社会の実現には、文化を異なる人々と私たち日本人との間に、偏見や差別のないパートナーシップ（対等な関係）が結ばれること、在日外国人と私たちの間に互恵関係が成り立っていくことが必要であろうと考えている。そういったことを成し遂げるためには、少なくとも共通の言語を通してある程度のコミュニケーションをできることが必要であり、またその上で互いの文化への理解と敬意を持つことが必要であると考えている。これに加え、日本語を母語としない在日一世だけでなく、在日二世や三世が今後増えていくと予想される中で、日本社会で生活しようと考えているもののうち、言語や文化の違いによって成功の機会が得られない可能性のある在日外国人子女に対し、日本社会で活躍できるキャリアの形成、つまり知識基盤社会となっていく日本社会で通用する能力や「学歴」の獲得、ひいては彼らを日本人とパートナーシップを結べる人材に育てていく必要があると考えている。

　私たちは共に妥協せず、互いに互いのことをパートナーとして認めていけるような社会を作っていくよう努力をしなくてはならない。在日ブラジル人を「使い捨て」の労働力と見てはならないし、日本社会の「お荷物」にしてはならない。そのために私たちがすべきことは、長期的な視点に立って、日本人の子どもに用意されているものと同じように、在日ブラジル人子女にも中等教育（高校段階）あるいは高等教育へのアクセスの保障をしていくことが必要である。たとえば進学といった場面では、入口と出口を緩和して見た目だけの保障をしていくのではなく、進学に必要な能力の育成を妥協せず行い、身に付けさせ、互いに自立し共に有益なパートナーとなっていけるような教育を行っていかねばならない。

　

このような立場から、私たちは以下に長期、中期、短期的目標を掲げる。
まず、長期的な目標としてより多くの外国人児童・生徒がより多くの教育機会を得ることにより、多種多様な職業選択の機会につながっていくのではないかと考える。様々な職業に従事し、この日本社会で私たちと共に協力し、時には競争しながら生活を行なっていく。また、日本語教育を専門とする教員やコーディネーターが、現場に培った経験をさらいいかして日本語教育の教授法の発展につなげていくことが望まれる。そして、外国人児童・生徒の様々な実態調査・年少者の日本語教育や異文化間教育理解教育の継続的な研究を行なう中心的機関となることを目標とする。 
　次に、中期的な目標として挙げられるのが、高校進学率の向上である。学習言語としての日本語をより多くの外国人児童・生徒に習得していくことにより、学習に対する意欲の向上につながり、教育の機会、ここではとくに高校進学率の向上などの教育の機会を増やすことを目標にする。また、日本語教育を専門とする日本語学校の教員や大学（現在は筑波大学や早稲田大学が率先して日本語教員養成を行っている）が先導して、より多くの日本語教員を養成していくことが目指される。 
　最後に、短期的な目標として、より多くの日本語を必要とする外国人児童・生徒が学習言語としての日本語を習得することを目的とする。その際に、外国人児童・生徒そしてかれらの親にも学習言語としての日本語教育の重要性などを理解してもらうことが重要である。また、学校と行政の連携も必要となる。そして、センター校と公立学校の連携を強化し、センター校だけに在日ブラジル人を隔離し、日本人とは交流することなく教育を行う分離教育を進めていくのではなく、より多くの日本人の児童・生徒または教員、そして外国人児童・生徒の異文化間理解が深める機会を提供する。
　私たちは本稿おいてこれらの目標に沿って論を進めることになるが、初めに問題意識を提示しておくと、上記の長・中期的目標を視野に入れながら、短期的目標である外国人児童生徒が日本語教育を学習言語として獲得することに主眼を置いている。問題の実情は第2章と第3章を中心に述べるが、日本語の効果的な獲得が中・長期的な課題の土台になると考えている。数だけを受け入れる多文化共生ではなく、互恵関係が結べる多文化共生を目指すのが本稿の主旨である。故に、本稿のキーワードとして「多文化共生」と「日本語教育」を挙げて、以下論証に移る。
第１章　在日ブラジル人の概観
　本章では日本に在住している日系ブラジル人を概観する。

　日本に滞在している外国人は、その滞在期間に注目すると、観光やビジネスなどを理由として日本に短期滞在するものと、留学や就学など理由として目的に中長期滞在するもの、

就労可能な在留資格を用いて長期滞在するものの三つに分けることができる
。本章で取り上げる在日ブラジル人は最後に挙げた長期滞在に分類される。在日ブラジル人は、戦前から日本に在住している「オールドカマー」とは異なり、戦後から日本に入国し滞在するようになった外国人「ニューカマー」である
。
　在日ブラジル人の多くは、「はじめに」でも述べたように、戦前から始まる日本からブラジルへの移民政策によって生まれた日系人である。そしてこれは後で詳しく述べるが、日本の入管制度に従い、正式に入国し滞在する外国人である。この日系ブラジル人は、ブラジルの日系人人口のうち日系2世・日系3世人口がその7割以上を占めるなど、世代交代が進んでいる。また非日系人と日系人との婚姻が5割近く占めるなど現地社会への同化も進んでおり、日本語を話すことのできない人たちも多い
。

　本章では、エスニック的背景を日本に持ちながらも、異国の地で「異文化」を身に付けてきた日系ブラジル人が再び日本に戻ってきているという現象「デカセギ」について簡単ながら、日本にどのように滞在しているかに触れていきたい。

第１節 在日ブラジル人の増加の背景

日本に滞在する日系ブラジル人（以下、在日ブラジル人とする）を見ていく前に、日系ブラジル人が国境を越えて日本へ移動してくる現象である「デカセギ」について簡単に説明する。
　デカセギは1980年代のブラジルの経済状況に幻滅した日系ブラジル人がより良い生活条件を求めて日本へ出稼ぎに来た現象のことを言う
。日系ブラジル人のデカセギは後でも述べるように、1989年の出入国管理及び難民認定法（以下、入管法とする）の改正を契機に拡大し、現在も継続している現象である。今後このデカセギ現象が継続していくかどうかという問題は、政治や経済の動向によって大きく左右されるため、はっきりした見通しを立てることはできない。しかしながら日本の人口減少・労働力人口の減少は非常に大きな問題である。たとえば今年2008年6月には自民党国家戦略本部が「日本型移民政策の提言」を行っている。
また社会法人日本経済団体連合会は、2008年「人口減少に対応した経済社会のあり方」の中で、これまでは高度人材の受け入れと外国人研修・技能実習生の受け入れを積極的に行ってきたが、今後は一定資格や技能を有する人材を中心とする幅広い層の受け入れ、さらにはその定住化を図っていけるように、関連省庁一帯となっての制度改革を行う必要があると述べている
。一方で、こうした外国人受け入れに前向きな意見の中にも、移民政策は国家の根本を揺るがす問題であるから、デカセギのような単純労働者の受け入れについては、欧州先進諸国で起きている失業問題や閉鎖的コミュニティの形成といった問題を重く受け止め、さらに議論を深めていくべきだとする慎重論も並存している
。

　このように「移民」の受け入れについての問題は未だ発展途中の議論である。しかしながら日系ブラジル人が行っているデカセギという現象は現行の法制度の中で正当に行われているものである。そして近年このデカセギという現象は、短期的な人の移動という現象から、長期的な定住という形態に姿を変えている。質的に変化したと言えるデカセギ現象ではあるが、日系ブラジル人の入国が今後増えていくかの見通しは、現行の法制度の観点から見ると、定住者資格は日系三世までにしか認められていないものということから、純減していくであろう。しかし次節でも述べるように、日系三世として正式に入国し、そして日本に定住しようとしている日系ブラジル人の数は、無視できない規模の数字である。そういった人々つまり在日ブラジル人が、日本社会の中で日本人と互いに足を引っ張り合わないようなパートナーとして生活していくことができるようにするために、私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言する。
第2節 在日ブラジル人の定住化
　前節で日系ブラジル人が日本へ移動してきている現象デカセギについて説明し、今後の見通しなどについて述べた。本節では登録外国人統計などの資料を用いて、日本に滞在している在日ブラジル人の規模について分析し、その傾向や性格というものに迫っていく。

　2007年度の登録外国人統計によると、日本に滞在する外国人の総数は約215万人で、うちブラジル人の数は約32万人である。この規模は国籍別で比較すると三番目に大きな数となる（図1参照）。しかし総数には短期滞在などの外国人も含まれているため、登録外国人統計のうち、日本に長期滞在できる在留資格（永住者、特別永住者、永住者または日本人の配偶者、定住者）のみに絞って分析を加えると、この総数が約140万人、ブラジル人は31万人の規模であることが分かる（図2参照）。さらにこのブラジル人の数字を在留資格別に分析すると、定住者が約15万人、永住者が約9万人、日本人の配偶者などが約7万人となっており、定住化が同時に進行しているようにも見てとれる（図3参照）
。
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図3[image: image3.emf]在日ブラジル人（長期滞在可能な在留資格別内訳）
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　上記から分かるように、在日ブラジル人の多くは、在留資格「定住者」（以下、定住者資格とする）によって日本に滞在している。この定住者資格は、1989年の入管法の改正に伴い、新たに日系人に対し定住者資格が拡充されたものである。これは日系三世に対し1年から3年までの長期滞在を認める在留資格で、在留活動に制限はないため単純就労も可能というものである
。これにより1991年時点では在日ブラジル人数が11,933人（外国人登録者全体の9.8％）であったのに対し、2007年には316,967人（外国人登録者全体の14.7％）にも増加した。16年間で凡そ3倍ほどの増加である。つまり、在日ブラジル人は、この定住者資格の拡充を契機に、日本に移動してくるようになったと言える（図4参照）。
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　また近年在日ブラジル人の実質的定住化が進んでいることも指摘しておきたい。実質的定住化の定義は様々だが、ここでは在留資格「永住者」（以下、永住者資格という）への変更の要件を踏まえ、定義する。永住者資格への変更は原則10年在留が基本要件であるが、定住者資格をすでに所持している場合は、5年以上日本に在留していることで、その他の永住者資格変更の基本要件を満たしていれば、永住者資格への変更が可能であるとされている
。このことから5年という数字を実質的定住化の一つの目安とする。5年以上在留している在日ブラジル人の規模がはっきりと分かる全国的な統計データはないが、たとえばJICAは1997年の「デカセギ調査」から在日ブラジル人の54％が4年から7年在留していると述べており
、2005年のIDB（米州開発銀行）の調査によれば54％の在日ブラジル人が日本に5年以上滞在していると述べている
。また、さらに在日ブラジル人の実質的定住化を示すデータも存在する。図5図6は国籍別の永住者資格の許可件数の推移を表したものである。この図を見ると、平成14年度から平成18年度の間は少なくとも毎年1万人以上の在日ブラジル人が永住者資格を獲得していることが分かる
。
図5
	ブラジル人国籍永住許可件数の推移
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在留資格や統計などから見る以外にも在日ブラジル人の定住化が進んでいることは指摘できる。たとえば「住宅購入者の増加は、永住権の取得以上に、明確な「定住」の意思表示」であるが、日本で自宅を購入する在日ブラジル人は「今では一般の労働者の間でも広がっている」と言う
。
　上記のように在日ブラジル人が実質的定住化傾向にあることは指摘できるが、在日ブラジル人が定住の意思決定をどのように行っているか知る手がかりは非常に少ない。濱田国佑によると、同氏が行った在日ブラジル人に対する意識調査から、在日ブラジル人は「あくまでも意識の上では、ブラジルへの強い帰国志向を持っている」という。しかし定住化が進むと条件付きの帰国志向への変化が見られるとも述べている
。
　帰国の意識が強い在日ブラジル人ではあるが、一方で長期滞在化（実質的定住化）をするケースもあれば、リピーターとして再び日本に戻ってくるケースもある。実際にどのような事情で日本にとどまろうとしているか、または帰国しようとしているかは個人個人様々な理由によるだろう。その理由となっているものは一つではないのかもしれない。その上で、前述の濱田国佑によると、「子どもが日本の学校に通っている場合、滞在期間が10年以上であると答えた割合は、5割を超えている」と言う
。つまり、在日ブラジル人の世帯で子どもが就学年齢にあって日本の教育機関に就学している場合は、日本での滞在期間が延びるということである。

　以上のように、在日ブラジル人の実質的な定住化の流れが進んでおり、また子どもを持つ在日ブラジル人は定住化傾向が強いことが予測される。こういったところから、子どもを持つ在日ブラジル人は長期滞在していく、その子女もまた日本社会に長期滞在していくことであろう。最終的に在日ブラジル人が生涯日本に永住したいと考えるかどうかは現時点では予想がつかない。全ての在日ブラジル人が日本社会で生活することを選ぶとは到底思えない。しかし「日本社会で生きていこう」と考える在日ブラジル人子女には、日本で生活していくために必要な教育とその機会を保障していかねばならない。そうした前提を調えるために私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言するのである。
第3節 在日ブラジル人の地域性

もう一つの特徴として在日ブラジル人の分布には「地域性」があることが挙げられる。
　図7と図8は2007年の登録外国人統計を市ごとに分類し、国籍別に外国人登録数を円グラフ化したものである。図5の大阪市では、在日中国人と在日韓国・朝鮮人が合わせて約10万人近くいるのに対し、在日ブラジル人は約1000人である。一方、図6の浜松市では、在日中国人と在日韓国・朝鮮人が合わせて約5000人であるのに対し、在日ブラジル人は約2万人である。このように地域によって多数派となる外国人が異なっていることが分かる。
　在日ブラジル人の移住形態は斡旋業者を媒介にした「商業型移住システム」である。この「商業型移住システム」とは、斡旋業者などを通して自動車などの製造業関連の大企業とその下請け企業が多くある地域に移住し、生活を営んでいくという形態である。この「商業型移住システム」は、「親族ネットワークなど特定の社会関係資本を持つ人々だけでなく、全ての日系ブラジル人に対して機会が開かれている」ことが特徴として挙げられる
。

　在日ブラジル人が多い地域は、上記の浜松市の他に、外国人集住都市会議に参加している地域（群馬県太田市・大泉町、長野県上田市・飯田市、岐阜県大垣市・美濃加茂市・可児市、静岡県浜松市・富士市・掛川市・袋井市・湖西市・菊川市、愛知県豊橋市・岡崎市・豊田市・西尾市・小牧市・知立市、三重県津市・四日市市・鈴鹿市・伊賀市、滋賀県長浜市・湖南市）が挙げられる。この外国人集住都市会議は、「ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市」などを中心に設立され、「外国人住民に関わる施策や活動状況に関する情報交換」や首長会議を開催して「国・県及び関係機関への提言」を行い、これを通して「地域で顕在化しつつある様々な問題の解決」への取り組みを行っている
。

以上から、在日外国人の諸問題は「地域性」のある問題とし、在日ブラジル人に対する施策は各地域の実状に合わせたものを行う必要があるとの前提に立ち、私たちは在日ブラジル人子女に対する教育政策を政策提言する。特に本稿では、後でも述べるように、愛知県豊橋市を仮想モデルとして政策提言の中身を考えていく。
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第4節 先行研究の整理

私たちが本稿で論ずる分野においては、さまざまな議論が行われている。総合調査「人口減少社会の外国人問題」（松尾、吉田ほか　2008）の報告
を基に、この分野の議論の整理を以下に行う。 

背景
1989年の「出入国管理及び難民認定法」の改正により、日系ブラジル人が主に就労のため来日するようになった。当初は単身で来日し、短期間で「デカセギ」を行う傾向が強かったが、次第に家族を帯同して定住化するケースが増加したため、日本語を話せない子女の教育が問題となっている。 

３つのグループ
松尾と吉田は日系ブラジル人で学齢期にある子どもたちを、大きく3つのグループに分けている。


① 日本の公立の小中学校に通い、日本のカリキュラムに沿って日本語で授業を受けているグループ
日本語指導が必要な児童・生徒への対応を迫られる。現在の対策としては、教員の加配制、バイリンガル教員、ブロック別集中システムがとられており、後者二つは特に外国人が集住している地域において見られる。問題点として挙げられるのは、文化、生活習慣の違い、本国との学校システムの違い、教師との関係が異なること、親とのコミュニケーションに支障をきたす（母語を急速に忘れる）が挙げられる。 

② 外国人学校に通い、母国語で母国のカリキュラムに沿って学んでいるグループ
外国人集住地域に多く存在する。将来母国に帰国できるよう母国のカリキュラムで学ぶが、日本政府から学校として認可されないため（私塾扱いのところが多く、各種学校でさえ少ない）、資金面に不安がある。このことから現れてくる問題点としては、運動施設の不足、敷地の狭さ、耐震基準不足、財政的支援がない（ブラジル・日本政府）、授業料などの金銭的負担があるために家庭の経済状況で入退学が頻繁に行われる、通学時間が長い、教職員は不安定な雇用で、社会保険に加入していない、などが挙げられる。
 
③ いずれの学校にも通わない不就学・不登校のグループ
我が国の法令においては、外国人子女に対する教育についての定めはない。外国人子女の義務教育諸学校への就学に関しては、義務ではなく許可である。そのため、就労のため移動を繰り返す不安定な状態の家庭にいる子どもたちは、不就学に陥りやすい。その結果として、犯罪の増加などの問題が指摘されている。 

また、在日ブラジル人問題の大きなテーマである公立学校における日本語指導についての研究についての整理もここで行う。 

小内透（２００６）
は、公立学校の以下の4点を問題として挙げている。 

1 日本語教室の問題
相対的に会話能力が落ちる者優先のために教室を卒業せざるを得ない。また日本語教室の時間割が原学級に左右されているため、場当たり的になりやすい。さらには日本語指導教員も特別な教育を受けていない。系統的な日本語指導ができにくい。 

②母語教育や母語による教育の排除
日本語教室で会話程度の生活言語能力が身についても学習言語としての能力は身につかない。日本語でも母語でも学習言語が獲得できない事態が生まれることもあり、原学級に戻ってもついていけない。 

③進路の問題
「外国人特別枠」が設定されているもののブラジル人の児童・生徒の成績が悪く、高校に進む者は多くない。（進学率の話はある？） 

④教師と親子のギャップ
聞き取り調査から親の高学歴志向が強く、子どもの日本語習得も積極的に受け止めているが、教師はブラジル人が教育に無関心と考えている。

　以上のことを踏まえ、本稿では、在日ブラジル人子女への日本語の教育を目的に論を進める。
第2章 なぜ日本語教育か
本章では、在日ブラジル人に教育支援の対象を絞った理由を説明していきたい。日系ブラジル人に絞った理由は、先ほど示したとおり、日系ブラジル人移民は定住化する流れがあり、その実質数は韓国朝鮮・中国に次いで３番目に多いということである。ニューカマーとは、第二次世界大戦以後に、主に経済的な理由で日本に移住してきた者のことであり、ブラジル人のほとんどはこのニューカマーに分類される。ニューカマーとオールドカマーでは、移民となった目的も経緯も異なっている。私たちがあえてその中でニューカマーの彼らを取り上げるのは、今後日本にやってくる移民の傾向は経済的な面から見ても彼らのようなモデルであると考えたからだ。今日の移民を考えた場合、日本に渡る理由は経済的なものであり、その中心となるのはブラジル人であると予想される。同時に、現在の在日ブラジル人教育を見直してみると、その支援は十分であるとは決していえない現状がある。つまり、将来の日本社会を想定すると、現在の日系ブラジル人の教育支援を確立していかなければ、この問題はますます肥大化・深刻化していくであろうということが考えられる。確かにブラジルの経済力は現在めまぐるしい発展をしている点から、ブラジルからの移民が増加していくとは言い切れないが、ブラジル人を対象とした結果、「ニューカマー移民」を対象とした教育政策の先行事例を作ることが出来れば、その意義は大きいものとなるはずである。 
　第１節では日本は学歴社会であるという点からブラジル人支援が必要であるということを説明し、第２節では進学率、第３節では日本語教育について言及していきたい。
第1節 知識基盤社会の日本
在日ブラジル人子女に教育を施さなければならない理由の一つは、日本が「学歴」社会であるという観点から説明することが出来る。日本は知識基盤社会であり、それに基づいて、最終学歴が上がるにつれて収入や評価が上がる。この点は、日本人だけでなく、たとえ外国人であれ同じ条件であるといえる。つまり、日本で生活していくうえで非常に重要となってくるものが学歴であり、在日ブラジル人子女の社会的地位が向上し、日本の力となるような育成を図るのであれば、「学歴」は無視して進めることの出来ない問題であるということだ。なぜなら、日本で生活をするために職を得る場合、知識基盤社会・高度人材育成などにおいて、「学歴」は「職歴」に並ぶキャリアの一つとして重視できるものと考えるからである。 

こういった現状から在日ブラジル人問題を再考すると、一つの問題が浮かび上がる。それは、小学校や中学校を出たばかりの子どもたちの就労、主に工場での単純労働に従事するということがある。底辺労働者である移民1世の子ども（つまり2世）も、学歴が低いという理由で同じように底辺労働者となる、といった階級の再生産が起こるということだ。この問題は在日ブラジル人が増えてきている現在の日本において、目をそらしてはならないことであろう。労働人口の低下が予測される我が国においては、彼らを高度人材に育てることは競争力の維持や埋もれていた才能を見つけ出すという意味でも、意義があることではないか。さらに、そのように育成された在日ブラジル人は、今後日本とブラジル、または新たに来日するブラジル人と日本との架け橋的存在になりうるだろう。彼ら独自の強みは、２つの国の文化を知っているということである。これを利用できれば、特殊な職業への道が開けることにも繋がる。例えば、新たにやってくる日系ブラジル人へ教育を行うバイリンガル講師や、日系ブラジル人が多く働く工場で、ポルトガル語しか話せない多数の労働者と日本人の工場経営者の間に入り、仲介をする中間管理職などがそれに当たる。現在、「在日ブラジル人」というと、底辺労働者というイメージが強い。それは２世の子どもたちにも同様であり、「自分たちも同じように工場で働かないといけない」と考えてしまい、将来性を遮断することに繋がりがちである。こういった観点からも、バイリンガルであることを強みとして活躍する人々は、在日ブラジル人に新たな道を示すこととなり、彼らにとっての希望を与える存在となる。故に、在日ブラジル人の子どもたちにしっかりとした日本語教育を提供することは、今後の重要課題であるといえよう。 

しかし、公立学校で学ぶブラジル人の子どもたちの成績は概ね芳しくない。
日本語の理解ということを考えれば、それを想像するのは難しくないだろう。確かに幼い頃から家族と共に来日し、普段の生活をする上では日本語（生活言語）に不自由を感じない子どもも多数いる。だが、学習言語として日本語を活用する場合、漢字の読み書きやその意味の把握が難しく、理解した頃には授業の内容自体が先に進んでしまっているということが多い。
 浜松市NPOネットワーク（2005）によると、全国17都府県で公立高校の「外国人特別枠」が設定されているものの、ブラジル人を含めた外国人進学率は50％未満と推定されている。 

　

また、2007年度に行なわれた愛知県の日本語学習意向調査
によると、「近くに無料又は授業料の安い日本語教室があれば、あなたのお子さんを通わせたいですか？」という設問に対して、「通わせたい」と答えた外国人の保護者の割合は、全体(公立小中学校・外国人学校)の61.3％にのぼることがわかっている。そして、その中でも公立小学校が60.5％、外国人学校が81.7％と高い割合を示している。このように外国人の保護者が日本語教育を必要としている理由をまとめると、以下のようになる。

· 日本で暮らしていく面を考慮すると主に生活言語としての日本語教育の必要性が考えられるから。
· 主に公立学校で、児童生徒たちが授業に参加し学習する際に必要とされる日本語の学習言語の習得が望まれるから。

· 生活言語としての日本語の学習は、比較的容易に習得が可能であるとしても、学習言語としての日本語を習得するためには相当な時間と労力を要すると考えられるから。


　以上のようなアンケートを見ても、日本語教育を行うニーズは在日ブラジル人からも確かに存在しており、日本語教育を行うことが一方的な押し付けとなることはないといえる。

第2節 進学率
外国人生徒の高校進学率は、前述のように浜松NPOネットワーク（2005）によると全国17都府県で公立高校の「外国人特別枠」が設定されているものの、50％未満と推定されている。

また、各都道府県単位で、外国人生徒の進学率調査では、2006年度、静岡県浜松市では67%
、2005年度、愛知県豊橋市では76.6%
という調査結果が出ており、各市町村でばらつきがある。このことから高校進学率の「地域性」、つまりは地域による支援のばらつきがうかがえる。つまり外国人集住都市会議に参加している都市などは外国人児童生徒への教育がある程度行われているが、外国人児童生徒の教育が積極的に行われていない地方自治体では進学の状況はさらに悪いことが推測されるだろう。日本全体での高校進学率が97%
であることを考慮すると、外国人の集住地域でも日本語を母語とする生徒よりも進学率は低く、問題であると考える。さらに外国人生徒の高校進学率の全国的な調査は行われていないため、正確な状況を把握できていないことも改善すべきことである。
また、進学については日本語の能力が大いに関わってくる。以下に、日本語能力不足により高校進学を断念せざるを得ない例を挙げる。

浜松市の主婦吉田公子さんは約4年間日本語ボランティアを続けてきた。日本の高校への進学をあきらめた日系人の子どもをたくさん見てきた。　

日本語能力は劣るが、数学の問題をすらすら解く日系ブラジル人の女子生徒がいた。全日制の公立高校への進学を希望していたが、学校側は日本語力が足りないとして認めなかった。結局、彼女は無認可のブラジル人学校に進んだ。卒業しただけでは、日本の大学受験資格は得られない。

またブラジル人の親や生徒自身は日本かブラジルでの高等教育へのアクセスを望む人は多い。
そのことを踏まえたうえで、外国人生徒の高校進学率の改善が必要である。

第3節 日本語教育における問題
在日ブラジル人が高校、大学への進学をして、日本社会が多文化共生へと向かうには日本語が必須である。
（１）生活言語と学習言語の獲得と、母語について 

言語には生活言語能力と認知言語能力（学習言語）という２つの側面がある。生活言語能力とは日常会話に必要な能力、認知言語能力は認知的、学術的活動を行う際に必要な能力を指す。
日本語教室で会話程度の生活言語能力は身に付いても、学習言語能力はなかなか身に付かない。
日本語教室を担当する教員によれば、個人差や年齢差はあるものの、編入時から半年ないし1年も経てばその地方の言葉を使いこなしながら、日本の子どもと一緒に遊ぶことができるようになり、1対1の会話であれば教師と意思の疎通を相当程度はかれるようになるという。
アメリカの移民生徒に関する研究では、英語を母語としない児童生徒が第2言語（この場合英語）における認知言語能力を獲得し、授業についていくためには5～7年間必要であったという報告がある。
日本語の場合でも同様のことが予測できる。つまり、日常会話はできたとしても、教科教育を行うための学習言語を身につけていないことも少なくはないのである。「日本語がわからないために、教科内容がわからないことがある」や「試験を受けるときに問題の日本語の文がわからないことがある」と答える者が日本語指導を受けている児童生徒はもちろん日本語指導を受けていない児童生徒も1割から2割いることからもこの事実がわかるだろう。
このことにより日本語を母語としない外国人児童生徒は結果的に高校への進学の機会が絶たれてしまう可能性がある。
　生活言語と学習言語の獲得には、母語が及ぼす影響も考慮しなければならない。ここでの問題は、「ダブルリミテッド」や「セミリンガル」といった、母語も第2言語も中途半端になってしまうというものである。
このことを井上（２００６）
の「閾値仮説」と「臨界期仮説」から説明する。｢閾値仮説｣とは二言語の能力が高いレベルの水準（閾値）になれば認知機能に好ましい効果が表れるが、低いレベルの水準（閾値）以下であれば、認知機能に悪影響が出てしまうというものである。「臨界期仮説」とは、人には言語を自然に努力せず習得できる期間があり、一定の年齢を過ぎるともはやそれ以前のようなインプットはできなくなるということである。10歳前後に臨界期があるとする説が有力だが、臨界期がいつ終わるか、言語の側面（文法、発音）と臨界期の関係など説は分かれている。
この2点から、言語がどっちつかずの状態になることは好ましくないと言えよう。日本社会ではブラジルでの公用語であるポルトガル語を話せる者が少なく、学校現場でも同じことが言える。このことから、ポルトガル語での教育を行うことには限界があるのである。そのため学習言語を日本語にし、第1言語を日本語とすることがよいのではないかと考えた。
（２）日本語指導が必要な外国人児童生徒 
文部科学省（以下、文科省）の「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況に関する調査（平成19年度）」
によると、日本語指導が必要な外国人児童生徒数は25,411人で1999年に調査開始以来最も多い数となった。これは全国の公立小学校、中学校、高等学校および中等教育学校、特別支援学校の児童生徒を対象としている。私立学校や各種学校（ブラジル人学校など）では行われていないことを考慮する必要があるだろう。

　母語別児童生徒数を見ると、ポルトガル語の児童生徒が最も多く10,206人である。他に中国語（5,051人）、スペイン語（3,484人）、フィリピノ語（2,896人）、韓国朝鮮語（884人）、ベトナム語（834人）、英語（560人）と続く。ポルトガル語圏から来ている国はブラジル以外少ないことが予想される。そのため、ポルトガル語を母語とする児童生徒はブラジル人が多いだろう。ポルトガル語を母語とする児童は8,142人、中学生は1,889人、高校生は128人となっている。

　都道府県別では愛知県が最も多く5,030人である。次に、静岡県（2,631人）、神奈川県（2601人）と続く。

　日本語指導が必要な児童生徒に対しての日本語教育は加配教員による「取り出し授業」で対応がなされているが、実際に加配教員が設置されているところがすべてではないのが現状である。

第3章 在日ブラジル人教育の現状
日系ブラジル人は一般的にブラジル人学校と日本の公立学校に通う場合が多い。
文科省が平成17～18年に1県11市を対象に行なった「外国人の子どもの不就学実態調査」
によると、全国で6割ほどが日本の公立学校、約2割が外国人学校（日系ブラジル人の場合はブラジル人学校）に通っている。この章では、ブラジル人学校と日本の公立学校で行われている施策を分析する。
第1節 ブラジル人学校‐HIRO学園‐
ここでいうブラジル人学校とは、日本国内にあり主にブラジル人が通う学校のことである。ブラジルの教育省に認可されているが、文部科学省の認可を受けていないため、各種学校としての扱いになる。教授言語はポルトガル語を使用し、祖国ブラジルの大学に進学できるカリキュラムを敷いている。

日系ブラジル人人口の増加に伴い、各地でブラジル人学校も増えてきている。現在、ブラジル政府教育省が認可をしている日本のブラジル人学校は東海地方を中心に51校である。（2008年11月現在）
そのほかにもブラジル教育省が認可していないブラジル人学校も存在する
。ブラジル人学校に通うメリットとしては、ブラジル人のアイデンティティを保持できること、来日後の適応がスムーズになること、かつ帰国後の本国の学校生活に適応でき、教育の継続性が保たれることが挙げられる。一方、ブラジル人学校に通うデメリットとしては、公立学校に通えば不要の授業料が必要であること、公立学校と比較して通学時間が長いことが挙げられる。
また、本国への帰国が主眼であるために、実際は学校内では日本社会への適応や日本語教育は重視されない。
授業料が必要なために、最初はブラジル人学校へ入学してもやめてしまう児童生徒も少なくない。そのため経営状況が不安定な学校も多い。また体育館など教育施設の不備や教育の質の悪さが懸念されている学校もある。旧文部省が昭和25年に定めた認可基準は、校地や校舎の原則自己所有など、経営が苦しい学校にはハードルが高い。それゆえ大多数の学校の法的な位置づけは私塾、有限会社といったものである。
 
　ブラジル人学校の1つに岐阜県大垣市のHIRO学園を例として紹介する。
同学園は2000年ブラジル教育省から認可を受け、開校した。本来ブラジルへ帰った際にテストを受けその結果で所属する学年が決まるが、同学園に通った場合そのテストが免除され、所属していた学年に入ることが出来る。また、2006年には各種学校・学校法人として岐阜県から認可を受け、学割などのサービスが受けられるようになった。さらに2004年には高等科卒業後、1年間の日本語学校への通学を条件に日本の大学受験資格も得ることができるようになった。 
　同学園は幼児科・初等科・中等科・高等科に約300名の児童・生徒が在籍している。スクールバスを有しているため、岐阜県だけではなく隣の滋賀県から通学している児童・生徒もいる。カリキュラムは本国ブラジルに帰ったときに適応しやすいよう設定されたものであり、卒業生はブラジルの大学へ進学する傾向がある。そのため授業はブラジルの母国語であるポルトガル語で行われているが、日本語の授業（40～80時間）や学年によっては日本の社会、ブラジルの学校にはない「音楽」や「芸術」の授業もカリキュラムに含まれる。
また地域の小中学校との交流も盛んに行われている。授業料は同学園の場合月額34000円～45000円となっている。
第2節 日本の公立学校‐静岡県浜松市・群馬県太田市・愛知県豊橋市の事例から‐
現在日本では、外国人からの就学希望があった場合、日本人と同じように無償で教育を受けることが出来る。ただ就学「義務」ではなく「権利」があるだけである。

平成20年に文科省によって出された「外国人児童生徒教育の充実方策について（報告）」では、学校教育を通じて外国人児童生徒に我が国の社会の構成員として生活していくために必要となる日本語や知識・技能を習得させることや児童生徒1人1人に対してきめ細やかな指導を行うこと、日本語能力の測定方法や体系的な日本語指導のガイドラインの作成、外国人児童生徒の指導にあたる教員や支援員等の人材の養成・確保など多岐にわたり言及している。 
　しかし、実際の外国人児童生徒の教育政策は各地方自治体の裁量にゆだねられている。現在の全体の公立学校の問題としては相対的に会話能力が劣るものを優先するため「ところてん式」に卒業するため、学習言語が獲得できていない可能性がある。
また、カリキュラムがはっきり決まっておらず手探りで行っているため、場当たり的なものになりやすいとの指摘がある。さらに日本語指導教員は特別な教育を受けていないため、的確な指導が出来にくいともいわれている。
伊藤（2007）によると、「日本語学級＝左遷」という考えも一部ではあるようだ。
 
　静岡県浜松市、群馬県太田市、愛知県豊橋市は外国人集住都市会議に参加しており、ニューカマーの多い地域という共通点を持つ。そのため外国人児童生徒に対しての教育を積極的に行っている。この節では、浜松市、太田市、豊橋市を比較、検討しながらよりよい政策を提案したい。 

（１） 静岡県浜松市
浜松市は外国人集住都市会議の中でも外国人人口が多い都市である。同市にはスズキや本田技研工業の工場があるため外国人が多く居住する。
同市に外国人登録をしている義務教育年齢の外国人は2,923人(平成19(2007)年4月30日現在)、うち1558人の半数ほどが、公立小中学校に通っている。
 国籍はブラジル人が全体の70.6％をしめており、日本の外国人登録者全体におけるブラジル人の割合の57.2％を大きく上回る。
 
　同市は平成18(2006)年度には、外国人の子どもに関する施策を教育委員会に一本化している。
浜松市の特徴は各小・中学校では、加配教員による取り出し指導を行っている点だ。加配教員と取り出し指導については３節で述べる。
　施策の実施例として、浜松市立遠州浜小学校の例をあげる。同校の付近には家賃が比較的安い公営住宅が集中しているために、在籍児童数451名のうち外国人児童78名(18.8％)と、浜松市の中でも最も外国人児童の割合が高い小学校である。それゆえ、同小学校には日本語を担当する加配教員が２名、そして市費による外国人児童就学支援員として、ポルトガル・スペイン語堪能な常勤職員が１名配置されている。 
　同校における日本語教育は４段階の順で進められており、①入学直後のサバイバル日本語、②初期日本語、③JSL日本語教科志向型、④在籍学級でのティーム・ティーチングという順で行われているという。①～③の段階に置いては、外国人児童の生徒に対して「取り出し授業」をおこなっている。これは、クラスで通常行なわれている授業とは異なっており、個別に授業を行なうものである。そのために、同校では学校全体の教育課程編成段階で検討を行なったという。この検討結果として、２学年分に国語の授業時間を統一することにより、その時間に通常学級にいる児童を日本語学級に集めて指導を行なうことが決定した。 
　一方、１校あたりの外国人生徒数が少ない小中学校では、そのために加配教員が設置されていないので、市内の小中学校の外国人児童生徒のためには、「外国人児童適応指導教室」ということばの教室が市内の２校に設置されており、学校の活動時間内で正規の授業扱いで日本語習得をめざし学校に通い、日本語指導を受けているという。

（２） 群馬県太田市

　太田市は富士重工業の工場があるため日系人の人口が増加し、
平成20年9月現在499人の児童生徒が同市の公立小中学校で学んでいる。
太田市の公立学校在籍者数は平成20年5月1日現在、小学校で13051人、中学校は6055人、特別支援学校小中学部に94人であり、約2％が外国人児童生徒である。
 
　同市は定住化に向けた外国人児童・生徒の教育特区に認定されていた。
現在では特区認定を取り消され、代わりとして総務省が行っている「頑張る地方応援プログラム」により、平成19年度～21年度で、バイリンガル講師に7938万円、日本語指導助手に5400万円を地方交付税として得ている。
平成19年度には外国人児童生徒日本語指導事業に4446万円を充てている。
 
　同市は就学前児童のプレスクール、夏季休暇中、放課後の補習などといった様々な教育プログラムを行っているが、
その中でもブロック別集中システムとバイリンガル教師の採用が特徴的である。ブロック別集中システムに関しては３節で詳しく述べる。
平成17年度からバイリンガル講師制度を正式に取り入れている。バイリンガル講師はブラジル等の教員免許を持ち日本語とポルトガル語に堪能（日本語検定1級または同程度の語学力を有する）で現在8名採用されている。ブラジル人は日本・ブラジル両国で募集され、ブラジルでの応募に関してはJICA及びブラジル日本語センターの協力を得ている。 

　バイリンガル講師の制度をつくるきっかけとなったのは、太田市長の学校への視察だ。市長が授業についていけてないブラジル人の子どもたちの様子をみて制定された。 
　ブロック別集中システムの効果は高校への進学率で表れている。平成15年は高校の進学率が半分ほどであったが、毎年波があるものの平成19年には83％にまで着実に上昇している。 しかし、日本人生徒の進学率が97％であること、母集団の人数が少ないことを考慮すると、改善の余地があるだろう。 
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（出展）　名前
（３）愛知県豊橋市 

豊橋市では、外国人を多く雇っている日東電工株式会社が市内にあるため外国人人口が増加している。同市の外国人登録人口は18577人(平成18年度豊橋市統計書別冊)、うちブラジル人人口は12130人(構成比65.2％)となっている。これは、愛知県内の外国人登録者数71004人のうち、約17％もの割合を占めている。平成20年4月7日現在で公立学校在籍者は35006人、学齢期の外国人児童・生徒数は、1292人となっている。全体の割合としては3％強だが、10年前に比べ6倍もの数に増加している。 
　同市議会の2008年3月定例会によると、教育現場における直接的な課題は、ブラジルから来日する子どもたちの多くが、日本の学校で教育を受けるにあたり、言葉や学習理解の面などにおいて困難な問題に直面することとしている。 
　施策としては以下のようなものを行っている。子どもたちに対し、県から55人の加配教員を派遣してもらい、教育相談員がプレクラスや国際学級で生活適応支援や日本語支援を行っている。詳しく説明すると、まず、加配教員とは、複数の教員による指導や習熟度別グループ指導など行い、少人数での指導を奨励するための政策の1つであり、その配当基準は、小学校で外国人児童が10人以上で１人、31人以上で２人、51人以上で３人、中学校で外国人生徒が10人以上で１人、21人以上で2人となっている(2006年)。例を挙げると、在日ブラジル人子女が多く在籍している愛知県豊橋市の岩田小学校では、967人の全校児童に対して152人の外国人児童生徒が在籍（比率15.72％）しており、その９割がブラジル人である（平成19年度）。この学校では外国人子女への教育を積極的に行い、加配教員などの派遣が行われているのであるが、日本語指導担当が５名・市外国人教育相談員（常駐）が2名・ボランティアが1名であり、計８名で152人の外国人教育支援を行っていた。多文化共生を考える愛知県職員有志の会から発行された、「ブラジル人の子どもの教育に関する考一察｣によると、加配教員は外国人子女の人数が51人を超えると3名必要であるとしているが、実際は1名の加配教員で外国人子女を支援するのは20人が限界である、という指摘がなされ、実際に岩田小学校では、外国人児童が20人あたりに加配教員が１人付くように配置されなおされている。しかし、外国人児童生徒が10人に満たない学校には加配教員派遣を行っていないということもあり、加配教員の増員が求められている。このことから、現行の配分では十分な外国人支援が行えていないと捉えられる。

教育相談員とは、翻訳･通訳、日本語教育、母語指導、教育相談などを担い、外国人児童が日本で生活できるよう教育・支援している。プレスクールでは小学校入学前の幼児を対象に学校生活など、ガイダンスや初歩的な日本語を教える教室であり、国際学級では外国人児童・生徒を通常学級から取り出し、教科・日本語指導を行う。 また、外国人児童生徒のなかでも、８割近くを占める日系ブラジル人子弟への対応として、市のスクールアシスタントに全員ポルトガル語での対応ができる者を採用し、ポルトガル語の会話集を各学校に配布をして、言葉の壁を早期に取り除けるよう、人的、物的支援で対処してきている。加えて、学齢期に当たる児童・生徒の保護者に対しては、市の広報誌と同じようにポルトガル語での資料作成を実施しており、学校案内、入学用の書類、保健関係書類、進路関係書類、教材などがある。 
　こうした政策には予算が7177万円あてられている。内訳は教育相談関係6073万4千円、スクールアシスタント関係951万4千円、教材費32万円、印刷製本費14万円となっていて、他に傷害保険や交通費にあてられている。更に関係各課の職員は、平成18年にブラジルの6都市を現地視察した。これは外国籍市民も地域社会の構成員として、共に生きていくという観点から多文化共生社会の実現を目指し、(1)日系人に係る教育等諸課題とその解決策について、及び、(2)同市とブラジルの都市との交流のあり方についての2点を目的としたものである。
しかしながら、未だ解決されていない問題も残っている。ここでは市立岩田小学校の加配教員の状況を例に挙げて説明する。
　以上のように、同市では日系ブラジル人、特に日系人児童に対し、様々な政策を展開している。
第3節 公立学校‐制度・授業形態‐
（１）加配教員

児童・生徒数によって決まる各都道府県の教員定数に上乗せして文科省が配置する教員のことである。きめ細かい指導を行うことなどを目的にした「第七次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画」に基づく。現在は、少人数指導、不登校対策など、配置する教員ごとに目的が定められている。
 
　文科省は1992 年度より「日本語教育が必要な外国人児童・生徒」の日本語教育および適応指導を担当する専任教員の加配措置を掲げている。その中でも加配教員が配属されている学校では、特定の時間内に日本語教育の必要な児童生徒を原学級から日本語教室に取り出して日本語指導の実施を進めている。文科省による「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令の一部改正等について」
の通知によると、今回の一部改正により、教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する特別の指導に係る加配措置に関して、新たに「児童生徒支援加配」
を行えるようになったとともに、「市町村合併加配」を行えるようになった。

加配教員の配置は県教委レベルで決定される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　現在では、公立学校に在籍している日本語指導が必要な外国人児童生徒(4,020人)に対して、加配教員による「取り出し教育」が施行されている。しかし、配置基準により実際に加配教員が配置されているのは、日本語教育の指導が必要な児童生徒が在籍する全校数(およそ600校)の約25％にとどまっているという。
 
問題点として、加配制度は単年度単位で、次年度も継続できるかわからないため、長期的システムが構築しづらい、という批判がある。先ほど述べたように、加配制度については全国一律の基準はなく、各都道府県によって定められている。そのため、時には市町村が独自の予算で追加的支援を行うしかない場合もある。
第2節（３）であったように、各学校で外国人児童生徒が少ない場合は配置されず、当該児童生徒がとても多い学校に対しても加配教員は少なく十分に行き届いていない。児童生徒の人数に合わせた加配教員の配置ができていないのである。
（２）取り出し授業とティーム・ティーチング- 

　外国人児童生徒たちは、日本語指導のみならず日本の学校のカリキュラムに沿った教科指導も受けている。しかしながら、日本語の能力がままならないために実際に原学級で行われる授業を理解できない子どもたちも少なくない。日本語を媒介しなくても理解できる音楽・図工・美術・体育や算数・数学（とくに計算問題）は外国人児童生徒に好まれる傾向にあるが、日本語の理解が不可欠な国語・社会・数学（とくに文章問題や証明問題）は嫌いな教科として挙げられていることが多い。そして、これらが「嫌いな教科」のとして挙げられるひとつの大きな理由として日本語がどれほど理解できているか否かが関係しているといい、授業の中で日本語が理解することができないと、必然的につまらなくなく感じてしまうことがあげられるのはそのためであるという。
そこで、特に日本語の理解力が要される国語・社会の時間を取り出し授業による日本語指導に充てている学校が多い。教科指導の形態として挙げられるのは、「ティーム･ティーチング（通称T.T）指導」によるものと、「取り出し授業」によるものが代表的である。また，一斉授業の中で指導の工夫をする場合もある。 
　一方で、教科指導までの対応をすることが出来ず、外国人の子どもたちへの教科指導に対する特別な配慮を欠いている学校も少なくない。T.T 指導では，原学級において加配教員等が外国人児童生徒の隣について、学級担任ないし教科担任が行う授業の内容を補足説明する形態を取る。このため，別名「入り込み授業」あるいは「くっつき指導」とも呼ばれる。T.T 指導の言語は日本語を用いる場合がほとんどだが、まれに母語を部分的に援用することもある。学校によっては、取り出し授業で一定の成果を見せた外国人児童生徒に絞り、原学級と連携をし、T.T 指導を併用した教科指導を実施するところもある。この方法は、取り出し授業による外国人児童生徒のみを対象とした指導に比べ、原学級で日本人の児童生徒たちと同じ内容の授業が受けられる点での教科内容の理解につながる効果的な方法ということができるという。取り出し授業では日本語指導が中心となるが，日本語能力の不足を補うこと，専門用語を解説しながら，国語，社会，算数・数学の教科指導を行う場合もある。 
　上記の浜松市も太田市も取り出し授業を行っている。取り出し授業のメリットとしては、当該児童生徒のレベルに合わせた指導をできる点にあるだろう。
さらには外国人の子どもたちにとって心の拠り所であり、自己表現の場になっており、学校の中に、外国人の子どもの「居場所」を保障する意味でも一定の役割を果たしている。
一方デメリットとしては、当該児童生徒に劣等感を植え付けてしまう可能性がある。
「日本語教室」（取り出し授業）は制度上、原学級と切り離されており、日本語の力が十分でない「低学力」の子どもたちが行く場所という捉え方をされている。そこに所属すること自体が外国人の子どもは、自分たちと違うという意識を定着させることにより、逆に外国人の子どもたちにとっても、日本人とは違うという意識を定着させることになる。

指導の仕方としては、複数を対象として日本語教員が個別指導をするパターンやドリルなどの個別課題を課すパターン、一人を対象として指導を行うパターンなど多種多様である。教室内では一貫して日本語を使用するか日本語が主で必要に応じて児童生徒の母語を使用することが多い。
取り出し授業を行うときの判断基準は、話す力、読む力、書く力、学級担任との相談など様々である。
　 また、在籍学級との学習内容が同じになることは稀なので、学級担任と教科担任との連携が不可欠となっている。 

（３）ブロック別集中システム 

ブロック別集中システムは群馬県太田市で行われている。同市では、市内を中学校の校区を基本に8つのブロックに分け、各ブロックに2～4校ずつセンター校を設け、国際学級を作り外国人児童生徒の指導を行っている。各ブロックのセンター校以外の学校からセンター校への転校が可能である。県費による加配教員（14人）とバイリンガル講師（8人）と日本語指導助手（16人）が各ブロックのセンター校を巡回し指導を行っている。
ブロック別集中システムの利点として、いくつかのセンター校に特化して外国人児童生徒を集めることにより、効率的な指導ができ、指導者間の連携が密になり1人1人への心理的な負担が軽減されることが挙げられる。また外国人児童生徒が少ない地域と多い地域での指導に差が生まれない。一方ブロック別集中システムの問題点として、現在は指導者が各センター校へ移動をしているため、時間的ロスや移動への金銭的負担。指導者がいない間は在籍学級での学習を余儀なくされるというような問題もある。
また、バイリンガル講師に授業内容が一任されているための負担も挙げられる。

第4節 日本語学校
　以上のことから、公立学校においては現在、外国人児童生徒など年少者に対する日本語教育の専門性を持つ人は少ないのが現状だ。そこで私たちは今回日本語教育の専門性を持つ日本語学校に注目した。日本語学校には日本語に関して専門性のある教員がおり、1から日本語教育に携わる人を養成するよりも、時間・労力・コストが削減できることが期待されるためだ。先ほどの第3章2節でも述べたように、日本の各公立学校では加配教員が配置されているところでも日本語指導をしたこともなく、専門的な技術を習得しないまま、外国人児童生徒に対して日本語授業を行っている。
ブラジル人子女は通常の国語教育では触れられない、語順、適切な助詞、正しい動詞・形容詞の活用、自動詞・他動詞など、通常日本語母語話者には思いもよらない点でつまずく。また、前述の通り、生活言語は学習言語に比べ習得し易く、ブラジル人児童も生活言語の面ではあまり問題は見られない。しかし、学習言語は習得しにくく、故に高校・大学への進学に支障が生じている。そうしたことから、外国語教育、または第二言語教育としての日本語の技能の教育方法が必要であり、日本語を効率よく教えるために、日本語教師には国語教育とは異なる専門的な知識、技能、工夫が求められる。 
　そうした中、日本語学校では学習言語を学べ、また言語以外の学習も執り行っている。まず、日本語学校に通う学生には、「就学生」という出入国管理法の定める在留資格でもって、入国し学びに来ている者がいる。日本語教育の場合、日本語教育振興協会が審査・認定した日本語教育機関での週20時間の日本語学習が義務づけられていて、学校での成績と出席率を入国管理局が把握し、それが次のビザ発給に影響する。指導内容としては、口語表現能力・聴解能力・文章表現力・読解能力があり、ほとんどが直接法で行われている。
公立学校における日本語教育に対して、同じ地域にある日本語学校がその学習に協力しているケースが見られる。京都日本語教育センター
では、京都市教育委員会の要請を受けて京都市内の公立小学校へ非常勤講師を派遣している。日本語教育は、教員や語学ボランティアによる指導だけでは効果が不十分な場合も多く、高い専門性をもった人材による教授が必要であるため、この取り組みは評価できるだろう。

第4章 政策の対象と問題意識
第1節 政策の対象

今回、私たちは公立学校に対象を絞り政策提言を行う。その理由として、日系ブラジル人の定住が長期化しており、公立学校に通っている子どもも多いためである。たぶんか共生を目指すため、日本社会で活躍できる人材を育成する場所は公立学校がより適していると考えたため、今回の対象者は日本に将来定住するのであろう公立学校に通う在日ブラジル人の子どもたちとした。特に日本語指導が必要な外国人児童生徒は全国に存在するが、外国人児童生徒の各学校の在籍数は1人の学校もあれば、数百人の学校もありさまざまである。今回はニューカマーが多い「外国人集住都市会議」に参加するような外国人児童生徒が多い自治体に焦点を当てたい。 

第2節 問題意識の整理 
私たちの問題意識は多文化共生を目指す上で、在日ブラジル人児童生徒への日本語教育が不整備であるということが、在日ブラジル人児童生徒の進学率を下げている要因であるということである。各地方自治体の公立学校で様々な施策が行われているが、問題を解決しているとは言いがたい。そこで生活言語だけではなく、学習言語としての日本語を獲得し、高校そして大学に進学できるための学力を身につけることができる教育支援を政策として掲げたい。そのためには、日本語指導といった言語面的なサポートとアイデンティティを育てるための精神的なサポートが必要であると考える。今回の政策提言では特に言語的なサポートを中心に行う。現在の外国人児童生徒への教育の最大の問題点は日本語指導が必要な場合の日本語教育の仕方である。年少者に対する日本語教育が確立されておらず、年少者に対する日本語教育の専門家が少ないことが理由であろう。 
　日系ブラジル人も日本社会の一員として、日本語をツールとして日本人とともに「共生」していくような社会を共につくることを目指す。

私たちが、以上の章で述べた現状・背景そして問題意識をふまえると、現在の在日ブラジル人子女が学習言語としての日本語教育を学びやすい環境であるとは決して言えないであろう。来日時の年齢や外国人児童・生徒たちの能力の個人差にもよるが、ある公立学校で日本語指導を行う教員に行ったヒアリングによると、ある中国人子女の児童の例を挙げると、生活言語としての日本語は、公立学校に在籍して10ヶ月もすれば習得できたが、学習言語の獲得は年数がかかり難しいという。すでに2章で触れたように、子どもも日本で生活している場合、定住化の傾向が高まっているため、読み書きなどの、高校進学に大きく関係してくる学習言語としての日本語の習得には膨大な時間と労力を要するのであろうことを考慮すると、現在もなお外国人児童・生徒を取り巻く状況は大変厳しいものである。また、現状のシステムでは公立学校の教員では手に負えない状況が多く、在日ブラジル人子女に対する教育分野での取り組みも、各地方自治体によって異なっており、単年度制で非効率的な状況である。このような状況をふまえ、公立学校に通う外国人の子どもたちに日本語教育を効果的に行い、進学率向上などを目指していく方法を政策としたい。具体的な政策案として、次の２点を提案する。 

（１）センター校設置によるダブルスクール制 
（２）センター校における人材確保 

これら内容について、次の第5章で詳しく解説する。 
第5章 政策提言
第1節 センター校によるダブルスクール制
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センター校とは、複数間の学校の中でピックアップされた、外国人児童・生徒へ支援を重点的に行う公立学校のことを指す（太田市の事例で挙げた、ブロック別集中校を参考にした）。そこに、ブラジル人児童・生徒の教育を行う拠点を作り上げるという提案である。センター校を設置する対象として、外国人集住都市会議に参加している自治体（同会議に参加している自治体は外国人児童生徒が100名以上在籍する）を想定する。次に実施する機関は、各市町村などの地方自治体が主体となって行っていく。 その実際の構想は、週３日を目安として、授業時間（例えば、特に学習言語の日本語の理解が必要であると考えられる国語・社会・理科など）に、センター校へ移動し、重点的な学習言語としての日本語教育の習得を目指すというものである。 
　この政策を行うメリットを、自治体と、在日ブラジル人児童・生徒側の両面から説明する。まず自治体におけるメリットは、今回の提言のセンター校を設けることにより、日本語指導を希望する全ての児童生徒に日本語教育を提供できることだ。さらに、その日本語教育を専門とする教員の人材や予算を集中させることとなり、集中校に潤沢な教員配置が行えること、その余裕ができることで教材研究などの指導方法などの時間がとれると考えられること、また、教員同士がコミュニケーションを図ることで、連携や情報交換ができるようになること、というメリットが考えられる。従来の公立学校には、日系ブラジル人が点在していた。そのため、予算面からも、在日ブラジル人子女が在籍している全ての学校に、十分な数の加配教員を派遣することができないという問題を抱えていた。その上、日本語の指導教員も点在しているために、教育の質にも各学校や地域間でのバラつきがみられていた。しかし、私たちは今回の提言のセンター校を設けることにより、この問題を解決の一端になることができるのではないかと考えている。また、ブラジル人児童・生徒のメリットとしても、ブラジル人への日本語指導の専門と化した学校から教育を受けられるため、通常の公立学校での教育よりもはるかに良い教育を受けることが出来るというものが挙げられる。これにより、学業についていけずにドロップアウトしてしまう児童・生徒を減らす効果があると考えられる。 
　しかし、センター校に在日ブラジル人を集中させてしまうと、日本人との分離を促すことになる。これは多文化共生社会にはそぐわないと考えられるため、本章のはじめに記したように、日本語教育を必要とする在日ブラジル人児童・生徒は、週３，４日センター校には通うが、残りは通常の公立学校にも通学する。つまり両方の学校に通うことが望まれる。ダブルスクール制と記したのはこのためである。この政策提言のセンター校のシステムは、 公立学校とセンター校が共に連携して学習言語としての日本語の習得を目指すものであり、在日ブラジル人が社会的に隔離されず、かつ学習言語を習得できる方法である。
第2節 センター校における人材確保
（１）日本語学校からの派遣 

センター校で日本語を教授する教員としては、主に日本語教育を専門とするものが望ましいと考える。そこで、日本語指導教員（日本語学校の教員など）を派遣する制度の導入を提案する。現在、太田市のセンター校などでは、外国人児童・生徒の教育支援として、バイリンガル教員採用などを積極的に行っている。しかし、わざわざその流れに乗らずに日本語指導教員派遣を提案する理由は、２つ考えられる。 
　１つ目は、従来の外国人指導における日本語教育は、専門性が不足していると考えられるためである。バイリンガル教員とは、日本またはブラジルの教員免許を有しており、かつ日本語とポルトガル語の２カ国語を話すことの出来る教員である。しかし、バイリンガル教員という資格には、外国人児童生徒に対する日本語教育の経験や専門性は要求されていない。確かに、年少者に対する教育をするためには二言語を使用できる人材は必要である。しかし、バイリンガルであるかという以前に、外国人児童・生徒への日本語教育に専門的に携わっていける教員がそもそも必要である。なぜなら、たとえ外国人子女とコミュニケーションが取れても、日本語指導を行えないのであれば意味がないからである。とはいえ、バイリンガル教員の採用条件の中に、日本語指導経験や専門性を問うことになると、バイリンガル教員数は現在よりさらに減り、労力も増大すると考えられる。私たちは現段階では、日本語指導の可能なバイリンガル教員を育成・募集することは非現実的であり難しく、（バイリンガルではなくても）日本語指導の可能な教員とポルトガル語の出来る人材の獲得を目指す方が実現可能性は高いと考える。そうなると、日本語指導教員に加え、子どもたちと日本語指導教員の間の通訳が必要となるため、通訳の獲得も政策に付随するものとして提案する。通訳は、NPO団体やボランティアによって運営していくことが望まれる。 
　そして２つ目は、今後の移民の動向を考えると、フィリピンやその他の国の言葉を話す人々も増加することが予想される。そうなったときに、ポルトガル語と日本語しか話せないバイリンガル教員では対応が難しい。しかし、日本語指導教員＋通訳という形で教育支援をしていると、例えばフィリピン人児童やタイ人児童が入学してきたとしても、フィリピノ語とタイ語の通訳を用意すれば、簡単に対応できる。これらの言語に限ったことではなく、他の様々な言語を話す児童・生徒の日本語学習支援ができ、非常に融通が利く。こういった点からも、日本語指導教員と通訳の設置を提言する。 

（２）ピア・リーダー(相談員) 

次に、日本語を獲得する際に日本語の指導だけでは不十分だと考え、メンタルサポートや進学相談などの支援をする「ピア・リーダー」を提案する。私たちはブラジル人児童・生徒の学習言語獲得だけを最終目標としているわけではない。それを踏み台とした進学率の向上・さらには日本人との共生を目指していくものであるため、これらの教育機会対策だけでは不十分である。在日ブラジル人児童・生徒へのメンタルサポートや、進学相談が必要になる。しかし、たとえ相談事があったとしても、先生（しかも日本人の）には相談できないという場合は多いと考えられる。そこで、すでに学校を卒業し、高校に進学している日系ブラジル人の生徒に、センター校でのメンタル・サポート、進路相談に協力してもらうという内容のピア・リーダー・プログラムを提案する。在日ブラジル人の生徒がサポートをするほうが、日本人の先生が対応するよりはるかに垣根が低い。このメンタル・サポートや進路相談などは、一般の日本人と同じことを施すわけにはいかない。同じ立場の在日ブラジル人の先輩に会い、話をする機会を提供することで、これを克服したい。文化的・言語的に同じバックグラウンドを持ち、同じ境遇を体験している在日ブラジル人の先輩が相談員として接触することで、日本人の相談員に対してよりも打ち解けられ、相談をもちかけやすい環境となることが期待できる。このプログラムは、予備校などで行われている、卒業生によるチューター制度や、大学における初年時教育を応用したものである。例えば、岩手大学ではピア・サポーター、国際基督教大学ではピア・サポート・プログラムという名称で実施されている。いずれも新入生に対し、大学に適応させるための初期支援を行うというものである。「ピア（仲間）がリーダーとなり、児童生徒を支援していくプログラム」という意味であるが、ここで、大学の初年時教育を中等教育段階まで引き下げてよいのか、言い換えれば、高校生にメンタル・サポートや進路相談は荷が重過ぎるのでは、という意見も考えられる。しかし、彼らはただ単に交流するだけでもよいと考えられる。先輩が高校に進学する姿を見て、在日ブラジル人児童・生徒が高校に行くということに対しての動機付けとなりえる。そういったことから、結果として進学率の向上が見込めるという希望も込めたプログラムである。 
第3節 むすびにかえて
今回、私たちは以上のような日系ブラジル人子女に対する日本語教育に関する提言を行った。しかしながら、日系ブラジル人はじめニューカマーとされる人々やなどのその他の受け入れ体制や制度・教育上の配慮等のさらなる見直しが必要であると考える。例えば、制度でいえば、在留資格などに関する法制度などに関することが挙げられ、教育上の配慮では、財一ブラジル人子女に関するものであると、不就学率、在日ブラジル人子女の母語の喪失、家庭間でのコミュニケーションなどの多種多様な解決すべき問題が多く挙げられる。また、ブラジル人学校については設備の不十分さや、さらなる日本語教育の必要性やブラジル人学校と公立学校などとの連携の必要性が考えられる。 
　そして、在日ブラジル人子女を対象として政策を述べてきた中で、これらの日本語教育の制度や取り組みに対して、多くの教師・生徒そして地域の十分な多文化理解があればこそより円滑に進めていけるものであると考える。そのような環境を共に作り上げていくことが、私たちが互いに良きパートナーとしてこの日本社会で共生していくためには必要不可欠であると考える。
また、今回は公立学校における日系ブラジル人子女のみに対する教育の機会の配慮であったが、在日ブラジル人生徒だけでなく日本人生徒の中でも家庭の事情はさまざま異なっており、在日ブラジル人の家計の収入を考慮し進学を断念せざるおえない場合や、児童・生徒が十分な学習が進められていないといった問題など、公立学校がかかえている状況は未だ深刻なものである。私たちは、子どもたちが平等にもつ教育の機会を学校のみならず、家庭や地域とのさらなる連携を強化して増やしていくべきであろう。そして互いに互いをパートナーとして認め共生できる日本社会をつくりあげていくことが重要ではないだろうか。
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� 永住者資格への変更要件については『出入国管理及び難民認定法』と下記を参考した。


在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan70.html


永住許可に関するガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan50.html


「わが国への貢献」に関するガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan36.html
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� 図2から永住者資格を持つ在日ブラジル人は10万人近く存在していることが分かる。


� 2007獨協インターナショナル・フォーラムより下記資料を参考。


アンジェロ・イシ（2007）『在日（日系）ブラジル人の現在の動向と意識』


http://www.dokkyo.ac.jp/kokuse/symposium/performance2007/2007-japanese.htm


� 北海道大学大学院教育学研究科紀要


濱田国佑（2005）「在日ブラジル人の定住化とその意識｣ p.230
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� 外国人集住都市会議
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�国立国会図書館調査及び立法考査局（2008）『人口減少社会の外国人問題』p19-30,125-140


�小内透（2006）「日系ブラジル人のトランスナショナルな生活世界；第4章　出稼ぎと帰国にともなう子どもの教育問題と解決の視点」


�　朝日新聞2008年4月11日「初めて日本学ぼう　外国人が多い自治体が学校」　朝刊　22面　大阪本社


�　吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』、国立国会図書館、（2008）p .p.128





� 「多文化共生社会における日本語教育について」<児童生徒の日本語教育②より>文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料、2008.4.24　愛知県


� 浜松NPOネットワーク


http://www.n-pocket.jp/inclusion/foreigners/education-projects/guidance-index.html（2008年11月11日）


� 浜松市外国人子ども教育支援事業計画　事業に関連する数値


http://www.city.hamamatsu-szo.ed.jp/shikyoi/4ask/gaikokujin/suuchi.HTM（2008年11月11日閲覧）


�志水宏吉ほか「ニューカマー特別枠校の可能性―高校3校の事例分析からー」『日本教育社会学会大会発表要旨集録』No59 (2007) 日本教育社会学会　P251





� 文部科学省平成19年度学校基本調査（確定値）調査結果の概要　中学生卒業者


http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/08010901/001/002/001.htm　　（2008年11月11日閲覧）


�　朝日新聞　2007年12月19日付　静岡県全県 p26


� 小内透　酒井恵真『日系ブラジル人の定住と地域社会』御茶の水書房（2001）ｐｐ209では「9割近い親は、進学先が日本であれブラジルであれ、短大以上を望んでいるのである。」という記述がある。


�吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』,国立国会図書館　調査及び立法考案局　（2008）p p128


�小内透「日系ブラジル人のトランスナショナルな生活世界；第4章　出稼ぎと帰国にともなう子どもの教育問題と解決の視点」『調査と生活理論』北海道大学大学院教育学研究科教育社会学研究室（2006）pp58


�太田晴雄『ニューカマーの子どもと日本の学校』国際書院（2000）pp170


�太田晴雄『ニューカマーの子どもと日本の学校』国際書院（2000）pp242


�鎌田美千子「栃木県における外国人児童生徒の日本語教育環境―外国人児童生徒教育環境実態調査を通してー」『外国文学』（2006）pp72で「日本語がわからないために教科の内容がわからないことがある」という質問に日本語指導を受けている小４から小6の児童の64％、中1から中3の生徒の60％、日本語指導を受けていない小4から小6の児童の10％、中1から中3の生徒の16％が「はい」と回答している。また「試験のときに問題文に日本語がわからないことがある」という質問には日本語指導を受けている小4から小6の児童の74％、中1から中3の生徒の70％、日本語指導を受けていない小4から小6の児童の18％、中1から中3までの生徒の21％が「はい」と回答している。


�吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』,国立国会図書館　調査及び立法考案局　（2008）p p128


�井上智義「３二言語教育と子どもの認知発達―バイリンガルの分類に着目して―」『異文化との出会い！子どもの発達と心理―国際理解教育の視点から―』ブレーン出版（2006）pp40～41


� ロッド･エリス　1988　pp99


�文科省　「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受け入れ状況等に関する調査（平成19年度）」の結果について
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「多文化共生社会における日本語教育について」<児童生徒の日本語教育①より>文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料、2008.4.24　愛知県


�「多文化共生社会における日本語教育について」<児童生徒の日本語教育①より>文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料、2008.4.24　愛知県　によると
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� 文部科学省「外国人の子どもの不就学実態調査」平成17～18年


http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/001/012.htm（2008年11月9日閲覧）


� 駐日ブラジル大使館　「学ぶ　在日ブラジル人学校」


http://www.brasemb.or.jp/culture/study_school.php　（2008年11月9日閲覧）


� �吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」,』 国立国会図書館　調査及び立法考案局　2008年1月28日（2008）　pp131





� 吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』,国立国会図書館　調査及び立法考案局　2008年1月28日（2008）　pp132


�吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」,』 国立国会図書館　調査及び立法考案局　2008年1月28日（2008）　pp133


	


�吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』,国立国会図書館　調査及び立法考案局　2008年1月28日（2008）　pp133


� HIRO学園ホームページ　http://www.ogaki-tv.ne.jp/~hirogakuen/（2008年11月9日閲覧）と同学園への聞き取り調査による


� 寺島隆吉・河田素子「国際理解教育と日系ブラジル人児童の教育(下)」『岐阜大学教育学部研究報告』vol52 No1岐阜大学(2003)pp25


�市町村教育委員会では外国人登録を元に「就学案内」を行っている。その「就学案内」に基づき、手続きしていくことになっている。就学の申し出があった場合、教育委員会が許可することになるが、実際にどの学校で受け入れるかなどは受け入れ体制や通学条件などを考慮し、教育委員会が決めているところが多い。 


� 鎌田美千子「栃木県における外国人児童生徒の日本語教育環境―外国人児童生徒教育環境実態調査を通してー」『外国文学』宇都宮大学（2006）pp６８


実際に、日本語指導教員にとったアンケートで「日本語指導を現在行っていない児童生徒の中に、日本語指導したい人がいるか」という質問に「はい」と答えた人がいることからも推測できるであろう。


� �小内透「日系ブラジル人のトランスナショナルな生活世界；第4章　出稼ぎと帰国にともなう子どもの教育問題と解決の視点」『調査と生活理論』北海道大学大学院教育学研究科教育社会学研究室（2006）pp58


�伊藤健人「定住外国人児童生徒の日本語教育―現場で今何が必要か」『言語』vol36,


No9　大修館書店 (2007)pp81 


� 「Part2 頼みの綱は外国人労働者！ 人手不足に喘ぐ地方の窮状(特集 ニッポン移民列島--トヨタ方式も外国人なしでは動かない)」『週刊ダイヤモンド』ダイヤモンド社（2004）pp34


�『外国人の子どもの教育環境意識調査報告書』第一章-１　http://www.city.hamamatsu-szo.ed.jp/shikyoi/4ask/gaikokujin/dai1shou.HTM　浜松市国際課


�｢隣のブラジル人(３)教育｣『読売新聞』（静岡版）2007,6.21.


�「多文化共生のとびら　外国人の子どもたちに夢と希望を　浜松市の取組」『自治体国際化フォーラム』206号, 浜松市企画部国際課2006.12　http://www.clair.or.jp/j/forum/forum/culture/206/index.html


� 吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」』,国立国会図書館　調査及び立法考案局　（2008）　pp129～130


� 「Part2 頼みの綱は外国人労働者！ 人手不足に喘ぐ地方の窮状(特集 ニッポン移民列島--トヨタ方式も外国人なしでは動かない)」『週刊ダイヤモンド』ダイヤモンド社（2004）pp34


� 太田氏教育委員会の五位野氏のメール


� 太田市教育委員会学校指導課　太田市の児童数に関して


http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0170-003kyoiku-sidou/files/2008-0611-1734.pdf（2008年11月9日閲覧）


太田市の中学生の生徒数や特別支援学校児童生徒数


http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0170-003kyoiku-sidou/files/2008-0611-1739.pdf（2008年11月9日閲覧）


� 太田市教育委員会　バイリンガル教員採用経過


http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0020-003kikaku-english/saiyoukeika.html（2008年11月9日閲覧）


�　頑張る地方応援プログラムは総務省がやる気のある地方が自由に独自の施策を展開することにより「魅力ある地方」に生まれ変わるよう、地方独自のプログラムを自ら考え、前向きに取り組む地方自治体に対し地方交付税等の支援措置を講じる。


頑張る地方応援プログラムの概要


http://www.soumu.go.jp/ganbaru/index.html（2008年11月9日閲覧）


頑張る地方応援プログラム


 http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0030-002soumu-zaisei/files/gaikokujin.pdf（2008年11月9日閲覧）





� 太田市当初予算の概要


http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0030-002soumu-zaisei/h19/tousho.html（2008年10月1日閲覧）� HYPERLINK "http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0030-002soumu-zaisei/files/gaikokujin.pdf" ���


� 「群馬県太田市における外国人児童生徒教育の取り組みについて～学力保障を目指した地域としての取り組みを中心に～」平成19年8月31日（帰国･外国人児童生徒教育研究協議会事例発表資料）


http://www.ota.ed.jp/boe/gaikokujin/070910gaikokujinkyouikuotacity.files/frame.htm　（2008年10月2日閲覧）


�太田市教育委員会　バイリンガル教員採用経過


http://www.city.ota.gunma.jp/005gyosei/0020-003kikaku-english/saiyoukeika.html（2008年10 月1日閲覧）


�平成19年度　岩田小学校外国人児童教育について


� HYPERLINK "http://www.iwata-e.toyohashi.ed.jp/iwata-e/TopPage/jittai.pdf" ��http://www.iwata-e.toyohashi.ed.jp/iwata-e/TopPage/jittai.pdf�　（2008年11月14日閲覧）








� 読売新聞HP　2004年8月12日(木) 全国 朝刊 33頁(３社) 01段 http://plus.yomiuri.co.jp/article/words/%E5%8A%A0%E9%85%8D%E6%95%99%E5%93%A1　(2008/11/08閲覧)　


� 文部科学省HP　「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令の一部改正等について」（文部科学省初等中等教育局長通知・平成一三文科初第四四四号・平成十三年六月二十九日）http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t20010629001/t20010629001.html　（2008/11/08閲覧）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


� 「学習指導上、生徒指導上又は進路指導上特別の配慮が必要と認められる事情を有する児童又は生徒に対して当該事情に応じた特別の指導」が行われる場合に教頭及び教諭等定数の加算を行えるようにすること


�地域の社会的条件についての教育上特別の配慮を必要とする事情に係る加配措置に関して、新たに「市町村の合併の特例に関する法律(昭和四〇年法律第六号)第二条第一項に規定する市町村の合併が平成一七年三月三一日までに行われ、かつ同法第五条第一項の規定に基づき作成された市町村建設計画に基づく統合のため教育上特別の配慮を必要とすると認められる」場合に教頭及び教諭等定数の加算を行えるようにしたこと。


� 文部科学省HP 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令の一部改正における教育上特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する特別の指導等に対する教職員定数の特例加算について」(文部科学省初等中等教育局長通知・平成一四文科初第二七号・平成一四年四月一日)�http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t20020401002/t20020401002.html


（2008/11/08閲覧）


� 文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料『多文化共生社会における日本語教育について』愛知県　2008,4.24 �http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/bunkasingi/nihongo_08/pdf/shiryou_2.pdf �(2008/11/08閲覧) 


� 吉田多美子「外国人子女の教育問題―南米系外国人を中心に―」『総合調査「人口減少社会の外国人問題」,』 国立国会図書館　調査及び立法考案局　2008年1月28日（2008）　pp128


�静岡県立大学短期大学部,研究紀要13－3 号（1999 年度）－2 �『静岡県小笠郡の中学校におけるブラジル人生徒教育の現況と課題』 �－日本語，母語，教科学習，そして進路－第五項


� HYPERLINK "http://bambi.u-shizuoka-ken.ac.jp/~kiyou4228021/13_3/13_3_2.pdf" �http://bambi.u-shizuoka-ken.ac.jp/~kiyou4228021/13_3/13_3_2.pdf� 


(2008/11/08閲覧)�


�


�佐藤郡衛「第4章　外国人児童生徒教育と異文化共生」『異文化との共生をめざす教育 : 帰国子女教育研究プロジェクト最終報告書』東京学芸大学海外子女教育センター編（2001）pp51


�太田晴雄『ニューカマーの子どもと日本の学校』国際書院（2000）pp239ではアメリカでESLを経験したある大学生の手記から、補習授業ととらえがちな英語の特別授業を受けることによって当該児童生徒の「劣等感」抱かせないようになりかねないと述べている。


� 佐藤郡衛「第4章　外国人児童生徒教育と異文化共生」『異文化との共生をめざす教育 : 帰国子女教育研究プロジェクト最終報告書』東京学芸大学海外子女教育センター編（2001）pp51


�鎌田美千子「栃木県における外国人児童生徒の日本語教育環境―外国人児童生徒教育環境実態調査を通してー」『外国文学』（2006）pp60


�鎌田美千子「栃木県における外国人児童生徒の日本語教育環境―外国人児童生徒教育環境実態調査を通してー」『外国文学』（2006）pp65～66


1「群馬県太田市における外国人児童生徒教育の取り組みについて～学力保障を目指した地域としての取り組みを中心に～」平成19年8月31日（帰国･外国人児童生徒教育研究協議会事例発表資料）


http://www.ota.ed.jp/boe/gaikokujin/070910gaikokujinkyouikuotacity.files/frame.htm　（2008年11月9日閲覧） 


� 太田市教育委員会　五位野氏のメールより


� 伊藤健人「定住外国人児童生徒の日本語教育―現場で今何が必要か」『言語』vol36,No9　大修館書店 (2007)pp77





�(財)京都日本語教育センター 京都日本語学校


� また、センターでは「地域との教育研究活動」と銘打ったプロジェクトも推進しており、近隣の小学校と食文化の交流を行なうなど様々な取り組みがなされている。同校の西原校長によると、「子どもの学習に加えて、親世代との文化交流を促すことも重要」と述べている。石井(1997)�は、日本語教育の流れについて「日本語学習のみを目的とする学校型日本語学習から、地域と生活を基盤として日本語学習を位置づける社会型日本語学習へ広がりを見せてきて」おり、「日本語教育の枠組みそのものが大きく変容してきている」と指摘している。もちろん、どの日本語学校でも同じような取り組みがなされているのではないが、このような日本語学校と地域の連携の動きはこれからの日本語学習に有効なのではないか。
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